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米国雇用統計
失業率 労働

全体 製造業 建設業 時間
全体 小売業 狭義ｻｰﾋﾞｽ 政府

前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月比 前年比 前月比 年率※

四 23.1Q 3.5 264 ▲2 14 250 10 166 72 1.0 4.6 34.5 0.5 2.0
半 23.2Q 3.6 249 ▲4 27 224 ▲10 144 71 1.2 4.5 34.4 0.0 0.1
期 23.3Q 3.7 179 ▲1 16 164 ▲1 100 52 1.1 4.5 34.4 0.3 1.0

23.4Q 3.8 147 0 16 132 7 89 48 0.8 4.1 34.4 0.2 0.8

24.1Q 3.8 203 ▲12 21 194 ▲7 126 68 1.1 4.2 34.3 0.2 0.8

24.2Q 4.0 76 ▲7 11 78 ▲10 62 14 1.0 4.0 34.3 ▲0.0 ▲0.1

24.3Q 4.2 72 ▲19 19 71 ▲14 46 37 0.9 3.8 34.3 0.1 0.3

24.4Q 4.1 135 ▲22 7 149 1 117 27 1.1 4.1 34.3 0.2 0.7

25.1Q 4.1 20 ▲9 ▲1 31 ▲1 20 10 1.1 4.1 34.2 ▲0.2 ▲0.8

25.2Q 4.2 34 ▲10 ▲2 47 ▲11 54 9 0.8 3.9 34.2 0.3 1.3

25.3Q 4.3 23 ▲8 ▲4 39 9 64 ▲14 0.9 3.9 34.2 ▲0.1 ▲0.2

25.4Q 4.5 ▲39 ▲11 6 ▲33 ▲13 69 ▲65 1.0 3.9 34.2 0.2 0.7
26.1Q 4.3 148 4 19 46 5 66 ▲11 0.9 3.6 34.3 0.3 1.0

2508 4.3 ▲70 ▲10 ▲22 ▲35 10 35 ▲50 0.4 4.0 34.2 ▲0.1 ▲0.2
月 2509 4.4 76 ▲3 16 65 13 71 8 0.2 3.8 34.2 0.1 ▲0.2
次 2510 - ▲140 ▲9 ▲12 ▲120 ▲15 49 ▲153 0.4 3.9 34.2 0.0 0.1

2511 4.5 41 ▲10 36 16 ▲1 111 ▲31 0.4 3.9 34.3 0.3 0.7
2512 4.4 ▲17 ▲13 ▲7 4 ▲24 46 ▲10 0.1 3.7 34.2 ▲0.3 0.7
2601 4.3 160 2 45 115 13 136 ▲20 0.4 3.7 34.3 0.4 1.4
2602 4.4 ▲133 ▲6 ▲13 ▲113 ▲8 ▲62 ▲4 0.4 3.8 34.3 ▲0.1 0.9
2603 4.3 178 15 26 135 10 125 ▲8 0.2 3.5 34.2 ▲0.2 1.0

非農業部門雇用者数 平均時給 労働投入量
サービス関連業

米国:労働市場の安定化を示すも微妙なバランス (3 月雇用統計) 

～政策不確実性が影を落とす中、天候・スト等の反動で雇用が大幅増～ 

 経済調査部 主任エコノミスト  桂畑 誠治 

（℡：050-5474-7493） 

 

1. 非農業部門雇用者数は市場予想を大幅超過 

26 年 3 月の非農業部門雇用者数（事業所調査）は、前月差＋17.8 万人（前月:同▲13.3 万人）

と、市場予想中央値（ブルームバーグ集計）の同＋6.5 万人（筆者予想:同＋9.8 万人）を大幅に

上回った。内訳をみると、政府部門が同▲0.8 万人（前月:同▲0.4 万人）と減少ペースを加速さ

せた一方、民間部門は同＋18.6 万人（前月:同▲12.9 万人）と力強い増加に転じ、市場予想中央

値の同＋7.8 万人（筆者予想:同＋10 万人）を大きく上振れた。 

この大幅な増加の背景には、前月の下押し要因となったカリフォルニア州での看護師ストライ

キの終結に加え、暴風雪・寒波の影響で減少していた建設業、外食、輸送・倉庫などの業種が天

候の回復とともに反発したことが挙げられる。雇用の基調を示す移動平均をみると、非農業部門

雇用者数では 3 カ月移動平均が前月差＋6.8 万人（前月:同＋0.3 万人）に加速したが、6 カ月移動

平均では同＋1.5 万人（前月:同▲0.2 万人）と微増にとどまった。一方、民間部門に限れば、3 カ

月移動平均で同＋7.9 万人（前月:同＋1.5 万人）、6 カ月移動平均で同＋5.3 万人（前月:同＋3.3

万人）と緩やかながら、足元で増加ペースが持ち直している。 
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(資料）米国非農業部門雇用者数（前月差）（千人）

（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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民間部門雇用者数(3ヵ月移動平均、前月差、左)

民間部門雇用者数(前月差、左)

失業率(右)

米国労働情勢
（千人）

（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成,(注)25年10月の失業率は未公表

2. 医療・社会支援が再び牽引役となったほか、建設業、飲食店、輸送・倉庫も拡大へ 

詳細な内訳では、政府部門において州・地方政府が前月差＋1.0 万人（前月:同＋0.5 万人）と

増加したものの、連邦政府が同▲1.8 万人（前月:同▲0.9 万人）と減少幅を拡大したことが、政

府全体の減少ペース加速につながった。 

民間部門では、需要が強く人手不足の続く医療・社会支援（＋8.99 万人）がスト終結を受けて

増加に転じたほか、建設業（＋2.6 万人）や飲食店（＋2.15 万人）も天候改善によりプラスに寄

与した。これらに加え、輸送・倉庫（＋2.1 万人）、製造業（＋1.5 万人）、芸術・エンターテイメ

ント・余暇（＋1.4 万人）が高い伸びを示したほか、小売業（＋0.97 万人）、宿泊（＋0.79 万

人）、派遣業（同＋0.44 万人）、卸売業（＋0.33 万人）、鉱業（＋0.2 万人）、教育サービス（＋

0.17 万人）、不動産・リース（＋0.13 万人）など幅広い業種で雇用が拡大した。 

対照的に、生成AIの普及による構造変化に晒されている専門・技術サービス（▲1.35 万人）、情

報産業（▲0.3 万人）が減少した。また、その他サービス（▲0.9 万人）、保険（▲0.57 万人）、商

業銀行（▲0.44 万人）、公益（▲0.12 万人）なども減少した。 
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（出所）Bloombergより作成

3. 金融市場では利下げ期待後退 

金融市場では、今回の雇用者数の大幅増と失業率の低下を受け、先行きの利下げ期待が後退し

た。ＦＦ金利先物が示す 4 月ＦＯＭＣでの据え置きの可能性は、わずかに利上げの可能性を織り

込んだことで、前日の 100％から 99.5％へと低下した。据え置きの可能性は 6 月が約 97％（前日:

約 94％）、7 月が約 94％（前日:約 90％）へとそれぞれ上昇し、26 年末のＦＦ金利水準の着地予想

も 3.64％（前日:3.58％）へと切り上がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 労働市場はトランプ 2.0 の影響を受けるなかで需給がバランス 

こうした労働市場の背景には、トランプ 2.0 の影響が色濃い。多数の大統領令による制度・政

策の早期実行が混乱を招き、25 年以降、米労働市場は軟化傾向にある。特に通商政策における関

税の賦課・撤回・上乗せの実行、あるいはそれらを示唆する発言の繰り返しが不確実性を高め、

企業の採用抑制や人員削減を誘発している。また、移民規制や不法移民の取り締まり強化が労働

供給の抑制に繋がったことも無視できない。現在の米労働市場は、低雇用、低解雇が持続する、

ある種の均衡状況にあると言える。 
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（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 賃金はインフレ率を上回る上昇持続 

賃金動向については、平均時給が前月比＋0.2％（前月:＋0.4％）と市場予想（＋0.3％）を下

回った。前年同月比でも＋3.5％（前月:＋3.8％）となり、市場予想（＋3.7％）を下振れた。22

年 3 月の前年同月比＋5.9％をピークに低下傾向にある。もっとも、依然としてインフレ率を上回

る伸びが個人消費を支える構図に変わりはない。 

労働投入量は、前月比▲0.2％（前月:▲0.1％）と縮小したが、3 カ月移動平均（3 カ月前対比

年率）では＋1.0％（前月:＋0.9％）と上昇しており、労働需要の拡大基調が示唆されている。 
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（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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広義の失業率(U6)と失業率(U3)の差【右目盛】

広義の失業率（U6)

失業率（U3）

(注）U6：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイムで働いている人や過去１年

間に求職活動を行った人を失業者としてカウント

(出所）米労働省

直近26年3月

8.0％

前回ﾎﾞﾄﾑ20年2月3.5％

00年10月6.8％
06年12月7.9％

ボトム00年4月3.8％ 前々回ボトム07年5月4.4％

直近26年3月

4.3％

今回ﾎﾞﾄﾑ23年4月3.4％

6.失業率は歴史的な低水準を維持 

最後に家計調査では、3 月の失業率（U3）は 4.3％（前月:4.4％）と改善し、市場予想中央値

4.4％（筆者予想:4.4％）を下回った。労働参加率が 61.9％（前月:62.0％）と低下するなか、失

業率は依然として低い水準を維持している。一方、“「現在は職探しをしていないが過去１年間に

求職活動を行った人“と”正規雇用を探しているが経済的理由によりパートタイムで働いている

人“を含む「広義の失業率（U6）」は、8.0％（前月:7.9％）へと上昇した。U3、U6 ともに緩やか

な軟化傾向を示しているものの、歴史的には依然として低い水準にある。また、労働環境の良好

さを示す自発的失業率が 12.4％（同：11.5％）へと上昇しており、労働者が雇用環境に対してや

や楽観的な見方を維持していることが示された。 
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（％） 失業者に占める長期失業者の割合

（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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（出所）米労働省より第一ライフ資産運用経済研究所作成
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本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一ライフ資産運用

経済研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告

なく変更されることがあります。また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限

りません。 
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